
グ
ラ
フ
で
つ
づ
る

日
本
会
議
20
年
史

誇
り
あ
る

国
づ
く
り
へ



一
、‌�
我
々
は
、
悠
久
の
歴
史
に
育
ま
れ
た‌

伝
統
と
文
化
を
継
承
し
、‌

健
全
な
る
国
民
精
神
の
興
隆
を
期
す
。

一
、‌�

我
々
は
、
国
の
栄
光
と
自
主
独
立
を
保
持
し
、‌

国
民
各
自
が
そ
の
所
を
得
る‌

豊
か
で
秩
序
あ
る
社
会
の
建
設
を
め
ざ
す
。

一
、‌�

我
々
は
、
人
と
自
然
の
調
和
を
は
か
り
、‌

相
互
の
文
化
を
尊
重
す
る‌

共
生
共
栄
の
世
界
の
実
現
に
寄
与
す
る
。

日
本
会
議
綱
領





　

わ
れ
わ
れ
は
、
現
下
日
本
を
め
ぐ
る
内
外
の
諸
情
勢
に
か
ん
が
み
、
広
く
国
民
運
動

を
推
進
す
る
「
日
本
会
議
」
と
と
も
に
、
以
下
の
活
動
方
針
を
も
っ
て
、
二
十
一
世
紀
を

展
望
す
る
国
づ
く
り
運
動
を
推
進
す
る
。

１
、  

広
く
国
民
運
動
と
提
携
し
て
、
わ
が
国
の
美
し
い
伝
統
を
守
り
活
力
あ

る
国
と
社
会
の
建
設
に
努
め
る
。

２
、  

新
し
い
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い
日
本
の
憲
法
を
創
造
す
る
た
め
、
国
会
に

お
い
て
憲
法
論
議
を
活
発
に
展
開
す
る
。

３
、  

国
の
主
権
と
名
誉
を
守
り
、
国
民
の
福
祉
を
充
実
し
て
、
政
治
へ
の
信

頼
を
確
立
す
る
。

４
、  

次
代
を
担
う
青
少
年
に
国
へ
の
誇
り
を
高
揚
し
、
豊
か
な
感
性
を
育
む

新
た
な
教
育
指
針
を
打
ち
立
て
る
。

５
、  

国
を
守
る
国
民
意
識
を
喚
起
し
、
わ
が
国
の
防
衛
体
制
を
整
え
、
積
極

的
に
世
界
平
和
の
建
設
に
貢
献
す
る
。

６
、  

広
く
諸
外
国
と
の
交
友
親
善
を
深
め
、
共
存
共
栄
の
豊
か
な
国
際
社
会

の
実
現
に
寄
与
す
る
。

日
本
会
議
国
会
議
員
懇
談
会

活
動
方
針



１
、
国
民
統
合
の
中
心
で
あ
る
皇
室
を
尊
び
、
国
民
同
胞
感
を
涵
養
す
る
。

２
、
わ
が
国
本
来
の
国
柄
に
基
づ
く
「
新
憲
法
」
の
制
定
を
推
進
す
る
。

３
、  

独
立
国
家
の
主
権
と
名
誉
を
守
り
、
国
民
の
安
寧
を
は
か
る
責
任
あ
る

政
治
の
実
現
を
期
す
。

４
、  

教
育
に
日
本
の
伝
統
的
感
性
を
取
り
戻
し
、
祖
国
へ
の
誇
り
と
愛
情
を

持
っ
た
青
少
年
を
育
成
す
る
。

５
、  

国
を
守
る
気
概
を
養
い
、
国
家
の
安
全
を
保
障
す
る
に
足
る
防
衛
力
を

整
備
す
る
と
と
も
に
、
世
界
の
平
和
に
貢
献
す
る
。

６
、  

広
く
国
際
理
解
を
深
め
、
共
生
共
栄
の
実
現
を
め
ざ
し
、
わ
が
国
の
国

際
的
地
位
の
向
上
と
友
好
親
善
に
寄
与
す
る
。

日
本
会
議

基
本
運
動
方
針
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国
民
運
動
の
歴
史
を
引
き
継
い
で

昭
和
50
年
初
期
の
元
号
法
制
化
運
動
以
後
、

「
日
本
を
守
る
会
」
と
「
日
本
を
守
る
国
民
会
議
」

に
よ
る
20
年
間
の
国
民
運
動
の
歴
史
を
引
き
継
ぎ

両
会
が
発
展
的
に
統
合
し
て
、
平
成
9
年
5
月
、

「
日
本
会
議
」（
塚
本
幸
一
初
代
会
長
＝
ワ
コ
ー
ル

会
長
）
が
設
立
さ
れ
ま
し
た
。
設
立
大
会
に
は
、

学
界
、
経
済
界
、
言
論
界
、
教
育
界
、
宗
教
界
の

各
界
代
表
や
地
方
代
表
が
参
加
。
広
範
な
国
民
運

動
を
全
国
展
開
す
る
布
陣
が
整
い
、
以
来
、
今
日

ま
で
約
20
年
に
わ
た
り
活
動
を
続
け
て
い
ま
す
。

歴
代
会
長
に
は
、
第
二
代
・
稲
葉
興
作
氏（
日

本
商
工
会
議
所
会
頭
）、
第
三
代
・
三
好
達
氏（
元

最
高
裁
長
官
）、
第
四
代
・
田
久
保
忠
衛
氏（
杏
林

大
学
名
誉
教
授
）が
、そ
れ
ぞ
れ
就
任
し
て
い
ま
す
。

中
央
の
組
織
設
立
を
受
け
て
47
都
道
府
県
す
べ

て
に
県
本
部
が
設
立
。
中
央
と
同
じ
く
各
界
代
表

と
県
内
支
部
代
表
を
役
員
に
迎
え
、
地
域
に
根
差

し
た
草
の
根
国
民
運
動
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
近

年
は
、
さ
ら
に
県
本
部
の
下
に
市
区
町
村
支
部
の

設
立
が
進
め
ら
れ
、
そ
の
数
は
2
5
3
支
部
。
来

る
べ
き
憲
法
改
正
の
国
民
投
票
運
動
の
推
進
母
体

と
し
て
活
動
で
き
る
組
織
づ
く
り
を
め
ざ
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
海
外
に
は
ブ
ラ
ジ
ル
本
部
が
あ
り

ま
す
。
こ
う
し
た
組
織
づ
く
り
が
進
め
ら
れ
る
中
、

日
本
会
議
の
全
国
の
役
員
は
約
3
5
0
0
名
、
会

員
は
約
4
万
名
を
数
え
て
い
ま
す
。

超
党
派
の
国
会
議
員
懇
談
会
が

常
設
機
関
と
し
て
設
立

平
成
9
年
5
月
、
民
間
の
国
民
運
動
に
呼
応
し
、

国
会
に
お
い
て
超
党
派
の
国
会
議
員
で
構
成
さ
れ

1

誇
り
あ
る
国
づ
く
り
へ
力
を
合
せ

│
日
本
会
議
と
日
本
会
議
国
会
議
員
懇
談
会
の
設
立
│

日本会議国会議員懇談会設立総会
（平成9年5月）

日本会議設立大会（平成9年5月）

3000名を集め日本会議・日本会議国会議員懇談会設立10周年大会を開催（平成19年10月・東京ビックサイト）

初代会長
島村 宜伸氏

初代会長
塚本 幸一氏

日本会議国会議員懇談会歴代会長

日本会議歴代会長

第二代会長
麻生 太郎氏

第二代会長
稲葉 興作氏

第三代会長
平沼 赳夫氏

第三代会長
三好 達氏

第四代会長
古屋 圭司氏

第四代会長
田久保 忠衛氏
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た
「
日
本
会
議
国
会
議
員
懇
談
会
」（
島
村
宜
伸

初
代
会
長
）
が
常
設
機
関
と
し
て
設
立
さ
れ
ま
し

た
。
民
間
と
連
携
し
て
誇
り
あ
る
国
づ
く
り
に
向

け
、
皇
室
、
憲
法
、
教
育
、
防
衛
な
ど
国
家
基
本

問
題
や
時
局
問
題
に
迅
速
か
つ
的
確
に
取
り
組
ん

で
き
ま
し
た
。

国
旗
国
歌
法
の
制
定
、
教
育
基
本
法
の
全
面
改

正
、
皇
室
制
度
の
改
善
、
憲
法
改
正
な
ど
の
国
の

基
本
問
題
、
外
国
人
地
方
参
政
権
や
夫
婦
別
姓
等

の
諸
問
題
な
ど
に
つ
い
て
、
民
間
の
国
民
運
動
と

連
携
し
て
、
法
案
成
立
（
又
は
阻
止
）
や
政
策
実

現
に
大
き
な
力
を
発
揮
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
御

即
位
二
十
年
奉
祝
国
会
議
員
連
盟
の
設
立
に
も
尽

力
し
て
い
ま
す
。

現
在
は
、
議
連
の
中
に
皇
室
制
度
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
、
憲
法
改
正
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
設
置
さ
れ
、
勉

強
会
の
開
催
や
政
策
研
究
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

歴
代
会
長
に
は
、
第
二
代
・
麻
生
太
郎
氏
、
第
三

代
・
平
沼
赳
夫
氏
が
そ
れ
ぞ
れ
就
任
し
て
い
ま
す
。

同
議
連
所
属
の
超
党
派
国
会
議
員
は
、
現
在
2
9

0
名
を
数
え
ま
す
。

1
8
0
0
名
を
擁
す
る

地
方
議
員
連
盟
が
活
動

日
本
会
議
に
所
属
す
る
各
級
地
方
議
員
1
8
0

0
名
が
連
携
す
る
組
織
と
し
て
、
平
成
19
年
10
月

に「
日
本
会
議
地
方
議
員
連
盟
」（
野
村
有
信
初
代

会
長
＝
東
京
都
議
会
議
員
）
が
設
立
さ
れ
ま
し
た
。

同
連
盟
は
、
各
地
の
国
民
運
動
に
相
呼
応
し
て
、

地
方
議
会
を
通
じ
活
動
を
展
開
し
て
い
ま
す
。
外

国
人
地
方
参
政
権
問
題
や
教
育
問
題
、
男
女
共
同

参
画
問
題
な
ど
地
方
自
治
に
直
結
す
る
問
題
に
取

り
組
む
一
方
、
教
育
基
本
法
改
正
や
憲
法
改
正
な

石原慎太郎都知事を招き日本会議平成15年度総会（4月）

〈都道府県本部の結成〉

新年度の運動方針を協議決定する全国理事会（平成29年4月）

2000名を集め日本会議・日本会議国会議員懇談会設立5周年大会を開催
（平成14年11月・帝国ホテル）

日本会議千葉（平成11年10月）

日本会議愛知県本部
（平成10年4月）

日本会議山口（平成11年9月）

日本会議大阪（平成10年6月）

国会議連が主導し「御即位二十年奉祝国会議員連盟」を設立（平成20
年10月）

西修駒大名誉教授を招き議員懇談会が憲法勉強会（平成25年6月）

皇室制度プロジェクト勉強会憲法改正プロジェクト勉強会
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ど
国
政
問
題
に
関
し
て
も
地
方
議
会
決
議
の
牽
引

役
を
果
た
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
対
馬
・
石
垣
、
与
那
国
な
ど
を
研
修
視

察
し
領
土
問
題
に
も
果
敢
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し

た
。
更
に
は
、
台
湾
香
港
視
察
研
修
な
ど
海
外
と

の
議
員
交
流
活
動
も
活
発
に
行
い
、
来
年
に
は
12

か
国
を
迎
え
て
の
第
三
回
ア
ジ
ア
地
方
議
員
フ
ォ

ー
ラ
ム
を
東
京
に
て
開
催
す
る
予
定
で
す
。
併
せ

て
結
成
10
周
年
記
念
大
会
を
開
催
致
し
ま
す
。

現
在
は
第
二
代
・
松
田
良
昭
会
長
（
神
奈
川
県

議
会
議
員
）
が
就
任
し
、
34
都
道
府
県
に
議
連
組

織
が
設
立
さ
れ
、
引
き
続
き
各
地
で
設
立
が
予
定

さ
れ
て
い
ま
す
。

経
済
人
同
志
会
が
活
動
中

平
成
16
年
4
月
に
は
「
日
本
会
議
経
済
人
同
志

会
」（
武
原
誠
郎
初
代
会
長
）
が
設
立
さ
れ
ま
し

た
。
日
本
会
議
に
加
盟
す
る
会
員
の
中
で
経
済
人

（
会
社
経
営
者
な
ど
）
が
日
本
会
議
の
国
民
運
動

に
共
鳴
し
、
諸
活
動
を
展
開
中
。
著
名
な
講
師
や

大
臣
・
国
会
議
員
を
招
い
た
勉
強
会
や
政
策
提
言

活
動
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
日
本
会
議
の
署
名

運
動
な
ど
国
民
運
動
を
経
営
者
の
立
場
か
ら
推
進

し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
3
・
11
の
東
日
本
大
震
災
で
は
い
ち
早

く
現
地
で
の
物
資
救
援
活
動
を
実
施
す
る
一
方
、

復
興
支
援
政
策
と
し
て
「
緑
の
防
潮
堤
」
構
想
の

実
現
に
一
役
買
っ
て
い
ま
す
。
中
で
も
大
き
な
貢

献
は
、
日
本
会
議
の
国
民
運
動
の
財
政
支
援
の
柱

を
担
っ
て
い
る
こ
と
で
す
。

現
在
の
会
員
は
首
都
圏
地
区
・
九
州
地
区
が
中

心
で
す
が
、
会
員
拡
大
の
全
国
展
開
を
め
ざ
し
て

い
ま
す
。
平
成
23
年
に
は
、
安
倍
元
総
理
を
特
別

中国から小笠原の海を守れ緊急集会（平成26年11月）

日
本
会
議
地
方
議
員
連
盟

安倍自民党新総裁を表敬
（平成24年10月）

李登輝氏と懇親（台湾研修会、平成
26年5月）

日本会議地方議員連盟設立総会（平成19年10月）

平成21年度総会（4月）

議員研修で与那国最西端の碑前に
て（平成23年7月）

「アジア議員フォーラム台湾」に代表団を派遣（平成29年8月）

日
本
会
議
経
済
人
同
志
会安倍元総理を招き関東ブロック第一支部設立大会（平成23年9月）

写真上／元谷外志雄・
アパグループ代表を講
師に招き第36回定例会、
写真右／結成式（平成
16年4月）
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講
師
に
招
い
て
関
東
ブ
ロ
ッ
ク
第
一
支
部
が
設
立

さ
れ
て
い
ま
す
。
歴
代
会
長
に
は
、
第
二
代
・
宇

都
宮
鐵
彦
氏
、
第
三
代
・
住
母
家
岩
夫
氏
、
第
四

代
・
澁
木
正
幸
氏
が
そ
れ
ぞ
れ
就
任
し
て
い
ま
す
。

女
性
も
元
気
に
国
づ
く
り

女
性
に
よ
る
国
民
運
動
も
活
発
で
す
。
平
成
13

年
9
月
に
は
日
本
会
議
の
女
性
部
と
し
て
「
日
本

女
性
の
会
」（
安
西
愛
子
初
代
会
長
）
が
設
立
さ

れ
ま
し
た
。
平
成
に
入
っ
て
家
族
の
絆
を
破
壊
す

る
思
想
を
含
ん
だ
男
女
共
同
参
画
基
本
法
が
制
定

さ
れ
、
ま
た
夫
婦
別
姓
制
度
が
導
入
さ
れ
よ
う
と

し
て
い
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
子
供
や
家
庭
を
守
っ

て
き
た
女
性
や
社
会
で
働
く
女
性
な
ど
が
、
日
本

の
家
庭
や
子
供
を
守
ろ
う
と
立
ち
上
が
っ
た
の
が

女
性
の
会
。
歴
史
と
伝
統
の
中
で
育
ま
れ
た
家
族

の
価
値
を
再
評
価
し
、
子
供
た
ち
に
夢
と
誇
り
を

育
む
教
育
を
、
家
庭
・
地
域
・
学
校
で
実
現
す
る

こ
と
を
め
ざ
し
活
動
を
展
開
し
て
い
ま
す
。

以
上
の
他
、
教
育
基
本
法
な
ど
重
要
課
題
に
お

け
る
国
民
署
名
運
動
や
国
会
陳
情
活
動
を
行
う
一

方
、
皇
室
の
ご
慶
事
で
は
奉
祝
行
事
を
独
自
に
開

催
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
3
・
11
の
東
日
本
大
震

災
に
際
し
て
は
、
現
地
で
の
手
芸
教
室
活
動
、
復

旧
活
動
に
尽
力
し
た
自
衛
隊
や
米
軍
へ
の
激
励
活

動
な
ど
を
実
施
。
7
万
4
千
羽
の
千
羽
鶴
を
贈
り

ま
し
た
。
憲
法
改
正
運
動
が
本
格
化
し
た
平
成
27

年
か
ら
は
、
全
国
各
地
に
お
け
る
女
性
に
よ
る

「
憲
法
お
し
ゃ
べ
り
カ
フ
ェ
」
開
催
の
推
進
力
に

な
っ
て
い
ま
す
。

第
二
代
会
長
は
小
野
田
町
枝
氏
が
務
め
、
現
在

は
、
志
摩
淑
子
会
長
代
行
の
下
、
41
都
道
府
県
に

48
支
部
が
設
立
さ
れ
て
い
ま
す
。

平野復興大臣に「緑の防潮堤」構想を提案（平成24年3月）

下村博文文科大臣を招き公開セミナーを開催
（平成25年11月）

大阪維新の会、大橋幹事長を招き第28回定例会
（平成24年6月）

アテネオリンピッ
クに合せ国旗掲揚
を啓発する写真つ
き切手シートを独
自発行（平成16年）

日
本
女
性
の
会

日本女性の会設立大会
（平成13年9月、1000名）

夫婦別姓反対集会（平成14年4月）

南三陸町で手芸教室開く
（平成23年7月）

日本女性の会10周年記念の東日本大震災チャリティー講演会
（平成23年12月、2000名）

第6回全国代表者会議の開催（平成25年11月）

悠仁親王殿下のお誕生奉祝行事
（平成18年12月、2000名）

米軍の厚木基地へ感謝の千羽鶴
（平成24年3月）
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奉
迎
、
奉
祝
活
動

皇
室
と
国
民
が
一
体
と
な
っ
て
こ
の
国
の
平
和

と
繁
栄
を
き
づ
い
て
き
た
日
本
│
。
こ
の
素
晴
ら

し
い
伝
統
を
明
日
の
日
本
に
伝
え
る
た
め
、
日
本

会
議
で
は
、天
皇
、皇
室
へ
の
敬
愛
の
念
を
喚
起
す

る
た
め
、
奉
祝
、
奉
迎
活
動
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

国
民
体
育
大
会
や
植
樹
祭
な
ど
、
天
皇
皇
后
両

陛
下
の
地
方
行
幸
啓
に
際
し
、
提
灯
奉
迎
や
日
の

丸
の
小
旗
を
振
っ
て
の
沿
道
で
の
奉
迎
な
ど
を
行

っ
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
海
外
の
御
慰
霊
の
行
幸

啓
に
際
し
て
も
、
サ
イ
パ
ン
（
平
成
17
年
）、
パ

ラ
オ（
平
成
27
年
）、フ
ィ
リ
ピ
ン（
同
28
年
）な

ど
各
国
で
も
現
地
の
人
々
と
と
も
に
奉
迎
活
動
を

行
っ
て
き
ま
し
た
。

御
即
位
の
奉
祝
活
動

特
に
皇
室
の
ご
慶
事
に
際
し
て
は
、
各
界
各
層

の
代
表
で
設
立
さ
れ
た
奉
祝
委
員
会
の
一
翼
を
担

い
、
奉
祝
運
動
を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。

昭
和
51
年
に
は
、
昭
和
天
皇
御
在
位
50
年
奉
祝

パ
レ
ー
ド
が
実
施
さ
れ
、
銀
座
通
り
沿
道
を
1
0

0
万
人
の
人
々
が
埋
め
尽
く
し
ま
し
た
。
以
降
、

昭
和
天
皇
御
在
位
60
年
、
今
上
天
皇
御
即
位
、
御

即
位
10
年
、
御
即
位
20
年
の
節
目
に
際
し
、
中
央
、

地
方
で
盛
大
な
奉
祝
運
動
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
。

ま
た
、
御
在
位
60
年
の
皇
居
前
広
場
で
の
提
灯

行
列
に
は
、
昭
和
天
皇
が
二
重
橋
に
お
出
ま
し
に

な
り
、
平
成
に
入
っ
て
の
皇
居
前
広
場
で
の
国
民

祭
典
に
は
必
ず
二
重
橋
に
両
陛
下
が
お
出
ま
し
に

な
り
、
お
言
葉
を
賜
る
行
事
と
な
り
ま
し
た
。
ま

た
、
愛
子
内
親
王
殿
下
及
び
悠
仁
親
王
殿
下
御
誕

生
時
に
は
、
全
国
各
地
で
奉
祝
行
事
を
開
催
し
ま

し
た
。

美
し
い
伝
統
の
国
を
明
日
の
日
本
へ

│
御
即
位
二
十
年
奉
祝
運
動
と
皇
室
の
伝
統
を
守
る
活
動
│愛子内親王殿下御誕生奉祝の集い（平成13年12

月）

天皇陛下御即位20年奉祝国民祭典にお応えいただく両陛下（平成21年11月）

悠仁親王殿下お誕生奉祝の集い（平成18年9月）
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皇
室
の
伝
統
を
守
る
活
動

平
成
17
年
11
月
、
小
泉
首
相
の
私
的
諮
問
機
関

「
皇
室
典
範
に
関
す
る
有
識
者
会
議
」
は
、
女
性

天
皇
・
女
系
天
皇
の
容
認
を
柱
と
す
る
皇
室
典
範

改
定
を
提
言
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
対
し
、
日
本
会

議
は
日
本
会
議
国
会
議
員
懇
談
会
と
と
も
に
、
い

ち
早
く
反
対
を
決
議
し
、
勉
強
会
や
陳
情
活
動
な

ど
を
推
進
し
、
平
成
18
年
2
月
に
は
「
皇
室
典
範

の
拙
速
な
改
定
に
反
対
す
る
緊
急
集
会
」
を
開
催
、

反
対
の
国
会
議
員
署
名
を
公
表
し
ま
し
た
。

こ
う
し
て
反
対
の
声
が
高
ま
る
中
、
平
成
18
年

2
月
7
日
、
秋
篠
宮
妃
殿
下
の
ご
懐
妊
が
発
表
さ

れ
、
政
府
の
皇
室
典
範
改
定
の
動
き
は
ト
ー
ン
ダ

ウ
ン
。
そ
し
て
、
同
3
月
、
日
本
武
道
館
で
「
皇

室
の
伝
統
を
守
る
一
万
人
大
会
」
を
開
催
し
、
同

時
に
「
皇
室
の
伝
統
を
守
る
国
民
の
会
」
を
設
立

し
ま
し
た
。

同
年
9
月
6
日
、
悠
仁
親
王
殿
下
が
ご
誕
生
。

日
比
谷
公
会
堂
で
「
悠
仁
親
王
殿
下
の
ご
誕
生
を

お
祝
い
す
る
集
い
」
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
こ
う

し
た
中
、
安
倍
政
権
が
発
足
し
、
有
識
者
会
議
報

告
の
白
紙
撤
回
を
表
明
し
ま
し
た
。

平
成
24
年
10
月
、
民
主
党
の
野
田
内
閣
は
、

「
女
性
宮
家
」
創
設
を
柱
と
し
た
「
論
点
整
理
」
を

公
表
。
こ
れ
に
対
し
、「
皇
室
の
伝
統
を
守
る
国

民
の
会
」（
三
好
達
会
長
）
で
は
、
そ
の
問
題
点

を
指
摘
し
た
「
見
解
」
を
発
表
し
反
対
活
動
を
展

開
し
、
12
月
に
発
足
し
た
第
二
次
安
倍
政
権
は
、

白
紙
撤
回
を
表
明
し
ま
し
た
。

以
降
、「
国
民
の
会
」
で
は
、
女
性
皇
族
が
ご

結
婚
後
も
皇
室
活
動
を
継
続
し
て
い
た
だ
く
制
度

導
入
と
、
元
皇
族
の
男
系
男
子
孫
の
皇
籍
復
帰
を

柱
と
し
た
皇
位
継
承
制
度
の
安
定
的
維
持
に
つ
い

て
提
唱
し
て
い
ま
す
。

サイパン行幸啓奉迎活動（平成17年6月）

パラオ行幸啓奉迎活動（平成27年4月）

皇室の伝統を守る国民の会設立総会（平成24年5月）

女性皇族方の皇室活動につき要望書を提出
（平成26年10月）

福岡県奉迎活動（平成29年）

熊本県奉迎活動（平成25年）

女系天皇容認に反対するため開催した皇室の伝統を守る一万人大会（平成18年3月）

愛媛県奉迎活動（平成29年）

北海道奉迎活動（平成15年）



12

3

日
本
会
議
の
憲
法
改
正
運
動

日
本
会
議
で
は
、
前
身
の
「
日
本
を
守
る
会
」

「
日
本
を
守
る
国
民
会
議
」
以
来
、
一
貫
し
て「
憲

法
改
正
」
を
訴
え
て
き
ま
し
た
。

昭
和
56
年
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
日
本
の
進
路
を

問
う
」
を
開
催
し
て
憲
法
改
正
に
一
石
を
投
じ
る

と
と
も
に
、
昭
和
57
年
以
降
、
5
月
3
日
に
あ
わ

せ
て
憲
法
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
。
戦
後
初
め
て

護
憲
派
、
改
憲
派
が
白
熱
し
た
議
論
を
行
う
中
で
、

空
想
的
な
護
憲
論
の
限
界
と
、
国
際
情
勢
や
現
実

に
即
し
た
改
憲
論
の
違
い
を
浮
き
彫
り
に
し
ま
し

た
。
5
月
3
日
の
憲
法
行
事
は
、
今
日
ま
で
「
民

間
憲
法
臨
調
」
主
催
に
よ
る
憲
法
フ
ォ
ー
ラ
ム
と

合
せ
毎
年
開
催
さ
れ
て
い
ま
す
。

日
本
を
守
る
国
民
会
議
で
は
、
平
成
3
年
に

「
新
憲
法
制
定
宣
言
」
を
発
表
し
、
新
し
い
時
代

に
ふ
さ
わ
し
い
憲
法
案
を
「
新
憲
法
の
大
綱
」
と

し
て
平
成
5
年
に
発
表
。
平
成
7
年
か
ら
は
「
新

憲
法
研
究
会
」
を
内
部
に
設
置
し
、
研
究
活
動
を

開
始
し
ま
し
た
。
大
綱
で
は
、「
前
文
」「
天
皇
」

「
防
衛
」「
国
際
協
力
」
な
ど
憲
法
に
盛
り
込
ま
れ

る
重
要
事
項
に
つ
い
て
の
基
本
的
な
構
想
を
描
き

出
し
ま
し
た
。

国
会
発
議
に
向
け
た
新
た
な
国
民
運
動
へ

平
成
19
年
の
「
国
民
投
票
法
」
成
立
を
受
け
て
、

国
会
で
は
衆
参
両
院
に
「
憲
法
審
査
会
」
が
設
置

さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
憲
法
改
正
運
動
は
、

新
た
な
段
階
を
迎
え
、
憲
法
の
各
条
項
に
つ
き
、

具
体
的
な
論
議
を
展
開
し
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。

平
成
26
年
10
月
「
美
し
い
日
本
の
憲
法
を
つ
く

る
国
民
の
会
」
が
結
成
さ
れ
、
1
0
0
0
万
賛
同

伝
統
に
基
づ
く
新
し
い
憲
法
制
定
へ

│
美
し
い
日
本
の
憲
法
を
つ
く
る
国
民
の
会
と
共
に
推
進
│

各界有識者が参加し民間憲法臨調（三浦朱門初代代表）
が設立（平成13年11月）、憲法改正案の提唱や国民啓発
活動を展開中

美しい日本の憲法をつくる国民の会主催の武道館一万人大会（平成27年11月）

憲法改正の国民運動組織として各界を網羅した美しい
日本の憲法をつくる国民の会が設立（平成26年10月）、
全国47都道府県にも県民の会が設立
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者
拡
大
運
動
が
開
始
さ
れ
ま
し
た
。
国
民
の
会
で

は
、
憲
法
改
正
の
早
期
実
現
を
求
め
る
国
会
議
員

署
名
運
動
、
地
方
議
会
決
議
の
推
進
、
47
都
道
府

県
に
憲
法
改
正
を
推
進
す
る
地
方
組
織
の
結
成
、

世
論
形
成
の
た
め
の
啓
発
活
動
の
推
進
な
ど
国
民

運
動
を
進
め
て
い
ま
す
。

平
成
27
年
11
月
に
は
東
京
の
日
本
武
道
館
に
お

い
て
一
万
人
大
会
を
開
催
し
、
憲
法
改
正
に
向
け

た
大
き
な
盛
り
上
が
り
を
図
り
ま
し
た
。
ま
た
、

百
田
尚
樹
氏
総
指
揮
の
憲
法
改
正
Ｄ
Ｖ
Ｄ
が
完
成

し
、
上
映
運
動
を
全
国
で
展
開
中
で
す
。

全
国
に
広
が
る
憲
法
改
正
の
声

憲
法
改
正
へ
の
理
解
と
期
待
は
、
国
民
に
大
き

く
拡
が
り
続
け
て
い
ま
す
。
施
行
70
周
年
の
平
成

29
年
5
月
3
日
の
憲
法
記
念
日
に
は
、
安
倍
自
民

党
総
裁
が
改
憲
集
会
に
、
平
成
32
年
東
京
オ
リ
ン

ピ
ッ
ク
の
年
に
お
け
る
新
憲
法
の
施
行
を
提
言
し
、

そ
の
後
、
国
会
の
改
憲
論
議
が
加
速
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
28
年
参
議
院
選
挙
と
29
年
衆
議
院

総
選
挙
で
は
、
憲
法
改
正
が
大
き
な
争
点
と
な
り

ま
し
た
。
特
に
衆
議
院
選
挙
で
は
、
自
民
党
が
結

党
以
来
初
め
て
重
点
公
約
に
憲
法
改
正
を
掲
げ
、

公
明
党
、
希
望
の
党
、
日
本
維
新
の
会
も
選
挙
公

約
に
憲
法
問
題
を
掲
げ
戦
い
ま
し
た
。
両
選
挙
の

結
果
、
衆
参
と
も
に
改
憲
発
議
に
必
要
な
3
分
の

2
議
席
が
確
保
さ
れ
、
憲
法
改
正
を
求
め
る
民
意

は
確
実
に
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
が
証
明
さ
れ
ま
し

た
。ま

た
、
全
国
で
は
自
衛
隊
を
憲
法
に
明
記
す
る

た
め
「
あ
り
が
と
う
自
衛
隊
」
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
活

動
が
推
進
中
。
国
民
投
票
で
鍵
を
握
る
女
性
を
対

象
に
し
た
「
憲
法
お
し
ゃ
べ
り
カ
フ
ェ
」
が
全
国

に
共
感
の
輪
を
広
げ
て
い
ま
す
。

憲法改正運動の成果
■1000万賛同者拡大運動

989万8012名
■国会議員署名 376名
■地方議会決議

36都府県64市町村
■県民の会結成 全47都道府県

（平成29年11月10日現在）

全国での署名活動

写真左、北海道民の会設立大会
写真右、ありがとう自衛隊キャンペー
ン活動とポスター・チラシ

日本会議が本格的に憲法改正運動を開始した全国代表者大会（平成25年11月）

青年による憲法トークライブ

毎年5月3日開催の公開憲法フォーラム

女性による「憲法おしゃべりカフェ」
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国
旗
国
歌
法
の
制
定
へ

日
本
会
議
は
設
立
直
後
、
広
島
の
教
育
正
常
化

に
取
り
組
み
ま
し
た
。
平
成
11
年
3
月
に
は
、
卒

業
式
の
国
旗
掲
揚
・
国
歌
斉
唱
を
め
ぐ
り
、
世
羅

高
校
の
校
長
が
自
殺
す
る
痛
ま
し
い
事
件
が
発
生
。

日
本
会
議
は
、「
国
旗
国
歌
の
法
制
化
を
求
め
る

特
別
決
議
」
を
行
い
、
6
月
に
は
小
渕
首
相
、
自

民
党
三
役
と
会
見
し
、
早
期
の
法
制
化
を
求
め
ま

し
た
。

政
府
は
、
6
月
11
日
に
法
案
を
国
会
に
提
出
、

「
国
旗
国
歌
法
」
は
平
成
11
年
8
月
に
成
立
し
ま

し
た
。
そ
の
後
、
日
本
会
議
地
方
議
員
連
盟
で
は
、

学
校
や
議
場
で
の
国
旗
掲
揚
、
地
方
自
治
体
で
の

国
旗
掲
揚
運
動
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

教
育
基
本
法
改
正
運
動
を
始
動

日
本
会
議
は
平
成
12
年
、
小
渕
内
閣
が
教
育
基

本
法
改
正
に
つ
い
て
の
議
論
を
開
始
し
た
の
を
受

け
て
、
本
格
的
に
教
育
基
本
法
改
正
運
動
を
始
動

し
ま
し
た
。
日
本
の
教
育
改
革
に
熱
心
な
各
界
の

代
表
に
呼
び
掛
け
、「
新
し
い
教
育
基
本
法
を
求

め
る
会
」
を
組
織
し
、
政
府
に
愛
国
心
や
道
徳
教

育
の
重
視
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
要
望
書
を
提
出
し

ま
し
た
。

文
部
科
学
省
は
、
平
成
13
年
、
中
央
教
育
審
議

会
に
教
育
基
本
法
に
つ
い
て
諮
問
し
、
平
成
15
年
、

中
教
審
は
遂
に
改
正
の
方
向
性
を
答
申
し
ま
し
た
。

日
本
会
議
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
活
動
の
成
果
を
発

展
さ
せ
る
た
め
、
平
成
15
年
「
民
間
教
育
臨
調
」

（
西
澤
潤
一
会
長
）
の
設
立
に
参
画
し
ま
し
た
。

平
成
16
年
に
は
、
国
会
に
超
党
派
議
連
「
教
育

基
本
法
改
正
促
進
委
員
会
」
が
結
成
。
こ
れ
に
よ

り
、
従
来
の
日
本
会
議
・
日
本
会
議
国
会
議
員
懇

日
本
的
感
性
を
育
む
教
育
改
革
へ

│
新
教
育
基
本
法
に
基
づ
く
教
育
の
充
実
を
│

各界有識者を結集して民間教育臨調（西澤潤一会長）が
設立（平成15年1月）、教育基本法案の作成や教育改革
への提言活動を推進

350万署名を集め政府に教育基本法早期改正を求める中央大会（平成16年11月）

超党派国会議員300余名が参加した教育基本法改正促
進委員会（亀井郁夫代表）が設立、民間の活動と呼応し
超党派で独自の教育基本法改正案を提示
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談
会
に
加
え
て
、
民
間
教
育
臨
調
、
教
育
基
本
法

改
正
促
進
委
員
会
の
4
団
体
が
協
力
し
、
民
間
と

議
員
と
の
垣
根
を
超
え
て
教
育
基
本
法
改
正
に
取

り
組
ん
で
い
く
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

59
年
ぶ
り
に
教
育
基
本
法
が
全
面
改
正

平
成
18
年
3
月
、
教
育
基
本
法
改
正
案
を
検
討

す
る
与
党
協
議
が
ま
と
ま
り
、
4
月
28
日
に
は
政

府
案
が
閣
議
決
定
さ
れ
、
国
会
に
上
程
さ
れ
ま
す
。

私
達
は
、
重
点
項
目
と
し
て
「
愛
国
心
の
明
記
」

「
宗
教
的
情
操
教
育
の
明
記
」「
不
当
な
支
配
の
解

釈
変
更
」
と
い
う
3
点
に
つ
い
て
の
修
正
を
政
府

与
党
に
求
め
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
国
会
審
議
を

通
じ
た
政
府
答
弁
（
公
権
解
釈
）
の
中
に
私
達
の

要
望
は
取
り
入
れ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

同
年
12
月
15
日
、
教
育
基
本
法
改
正
案
は
参
議

院
で
可
決
成
立
し
、
59
年
ぶ
り
に
悲
願
の
教
育
基

本
法
は
全
面
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

新
教
育
基
本
法
の
適
正
な
実
施
を

平
成
19
年
以
降
の
教
育
運
動
は
、
新
し
い
教
育

基
本
法
に
基
づ
き
、
こ
れ
を
教
育
現
場
に
正
し
く

生
か
し
て
い
く
運
動
へ
と
変
わ
り
ま
し
た
。
学
習

指
導
要
領
や
教
科
書
検
定
基
準
の
改
善
を
求
め
る

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
へ
の
意
見
提
出
の
活
動
や
、

教
育
振
興
基
本
計
画
策
定
に
伴
う
要
望
活
動
な
ど

で
す
。
本
会
が
長
年
提
唱
し
て
き
た
道
徳
の
教
科

化
が
図
ら
れ
、
来
年
度
よ
り
教
科
書
が
刊
行
使
用

さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
前
身
の
日
本
を
守
る
国
民
会
議
で
は
、

公
正
な
歴
史
表
記
に
基
づ
く
高
校
用
日
本
史
教
科

書
の
編
纂
を
提
唱
、『
新
編
日
本
史
』
は
、
今
日

『
最
新
日
本
史
』
に
受
け
継
が
れ
、
30
年
の
長
き

に
わ
た
っ
て
供
給
さ
れ
て
い
ま
す
。

教育基本法改正国民運動の成果
■国会請願署名 約362万名
■地方議会決議

37都道府県420市区町村
■超党派議連加盟国会議員

超党派380名

新しい教育基本法を求める会設立記者会見
（平成12年9月）

中山文科大臣に早期改正を要望（平成16年10月）

安倍総理に教育基本法案の3点修正につき要望
（平成18年11月）

超党派国会議員がイギリス・サッチャー首相の教育改革
を視察（平成16年10月）

国旗国歌法が成立（平成11年8月）

大詰めを迎えた教育基本法改正実現
の緊急国民大会（平成18年4月）

昭和61年から今日まで約30万部供給
されてきた高校日本史教科書
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首
相
の
靖
國
神
社
参
拝
の
定
着
を
求
め
て

国
の
礎
と
な
ら
れ
た
英
霊
に
追
悼
と
感
謝
の
誠

を
捧
げ
る
の
は
人
類
普
遍
の
原
理
で
す
。
天
皇
陛

下
御
親
拝
と
首
相
の
靖
國
神
社
参
拝
の
定
着
化
を

め
ざ
し
て
活
動
を
続
け
て
い
ま
す
。

昭
和
61
年
8
月
、
中
曽
根
康
弘
首
相
が
中
国
の

批
判
に
屈
し
て
参
拝
を
中
止
し
た
の
を
機
に
、
日

本
会
議
は
英
霊
に
こ
た
え
る
会
と
共
催
で
、
靖
國

神
社
参
道
特
設
テ
ン
ト
に
て
首
相
の
靖
國
神
社
参

拝
を
求
め
る
「
戦
歿
者
追
悼
中
央
国
民
集
会
」
を

開
催
。
昭
和
62
年
8
月
15
日
の
第
1
回
以
来
、
平

成
29
年
で
31
回
を
数
え
る
に
至
っ
て
い
ま
す
。

平
成
13
年
、
靖
國
神
社
参
拝
を
公
約
に
掲
げ
た

小
泉
首
相
が
登
場
。
民
間
に
「
小
泉
首
相
の
靖
國

神
社
参
拝
を
支
持
す
る
国
民
の
会
」（
代
表
発
起

人
に
阿
川
弘
之
氏
ら
）
が
結
成
さ
れ
、
新
聞
広
告

な
ど
広
報
活
動
を
行
い
ま
し
た
。
そ
し
て
、
小
泉

首
相
は
、
在
任
中
毎
年
1
回
の
参
拝
を
行
な
い
平

成
18
年
に
は
8
月
15
日
に
参
拝
し
ま
し
た
。

政
府
の
国
立
追
悼
施
設
計
画
に
反
対

小
泉
首
相
は
参
拝
の
一
方
で
、
首
相
談
話
で

「
内
外
の
人
々
が
わ
だ
か
ま
り
な
く
追
悼
の
誠
を

捧
げ
る
に
は
ど
の
よ
う
に
す
れ
ば
よ
い
か
」
と
述

べ
、
靖
國
神
社
と
は
別
の
追
悼
施
設
の
建
設
を
示

唆
し
ま
し
た
。
こ
れ
が
福
田
官
房
長
官
の
私
的
懇

談
会
「
追
悼
・
平
和
祈
念
の
た
め
の
記
念
碑
等
施

設
の
在
り
方
を
考
え
る
懇
談
会
」（
追
悼
懇
）
の

発
足
と
な
り
ま
し
た
（
平
成
13
年
12
月
）。

こ
の
懇
談
会
の
議
論
が「
謝
罪
と
反
省
の
施
設
」

「
靖
國
神
社
に
代
わ
る
無
宗
教
の
追
悼
施
設
」
の

方
向
へ
進
ん
で
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
た

国
の
礎
・
英
霊
に
感
謝
を
捧
げ
て

│
首
相
の
参
拝
定
着
と
戦
歿
者
慰
霊
の
心
を
次
世
代
へ
│

靖國神社社頭の賑わい

終戦60年国民の集い（平成17年）

新聞意見広告（読売・産経）
により靖國神社参拝を呼びかける

終戦60年（平成17年）の8月15日には20万5000名という過去最高の参拝
者が訪れた



5◆英霊靖國

17

め
、
私
た
ち
は
反
対
運
動
を
展
開
し
ま
し
た
。

平
成
14
年
6
月
の
「
国
立
追
悼
施
設
に
反
対
す

る
国
民
集
会
」
を
始
め
諸
活
動
を
展
開
、
反
対
の

国
会
議
員
署
名
も
2
2
6
名
に
達
し
ま
し
た
。
追

悼
懇
は
平
成
14
年
末
に
建
設
推
進
の
最
終
答
申
を

出
し
ま
し
た
が
、
平
成
16
年
1
月
、
福
田
官
房
長

官
は
、「
国
民
的
な
支
持
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

と
遂
に
建
設
断
念
を
表
明
し
ま
し
た
。

靖
國
神
社
20
万
参
拝
運
動

終
戦
60
年
（
平
成
17
年
）
時
に
は
、
靖
國
神
社

20
万
参
拝
運
動
を
展
開
。
新
聞
に
意
見
広
告
を
掲

載
し
参
拝
を
広
く
呼
び
か
け
、
靖
國
神
社
境
内
で

「
終
戦
60
年
国
民
の
集
い
」
を
開
催
。
当
日
の
8

月
15
日
の
靖
國
神
社
に
は
、
20
万
5
千
人
と
い
う

戦
後
最
大
の
参
拝
者
が
溢
れ
ま
し
た
。

さ
ら
に
終
戦
70
年
時
に
は
、「
戦
歿
者
追
悼
青
年

フ
ォ
ー
ラ
ム
」
を
青
年
・
学
生
ら
が
主
催
し
ア
ジ

ア
留
学
生
な
ど
を
交
え
て
開
催
。
靖
國
神
社
御
創

立
1
5
0
年
と
な
る
平
成
31
年
ま
で
、「
靖
國
の

心
」
を
若
い
世
代
に
受
継
ぐ
行
事
を
実
施
中
で
す
。

全
国
の
偏
向
展
示
是
正
運
動

各
地
で
建
設
計
画
さ
れ
て
い
た
平
和
記
念
館
に

は
、
東
京
裁
判
史
観
に
強
く
影
響
さ
れ
た
偏
向
展

示
が
多
く
あ
り
ま
し
た
。長
崎
の
原
爆
資
料
館
、大

阪
の
ピ
ー
ス
大
阪
、
東
京
平
和
祈
念
館
な
ど
の
展

示
是
正
運
動
は
大
き
な
成
果
を
あ
げ
、
そ
の
活
動

は
メ
デ
ィ
ア
で
も
大
き
く
取
り
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
毎
年
開
催
さ
れ
て
い
る
愛
知
県
の
「
も

う
ひ
と
つ
の
戦
争
展
」、
広
島
県
の
「
8
・
6
広

島
平
和
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
」
な
ど
ユ
ニ
ー
ク
な
催
し

も
話
題
を
呼
ん
で
い
ま
す
。

福田官房長官の私的懇談会が靖國神社に代わる無宗教の国立
追悼施設計画を答申したため反対運動を展開。写真は国会前
での雨中の抗議デモ（平成14年12月）

首相の靖國神社参拝を求め毎年8月15日開催している「戦歿者追悼中央国民集会」

広島の真の平和運動を提唱して開催されている「広島
平和ミーティング」（毎年8月）

愛知県で毎年開催されている
「もう一つの戦争展」（平成29年）

国立追悼施設に反対する国民集会（平成14年6月）

靖國の心を次世代に引き継ごうと開催された「終戦70年若人
の集い」（平成27年8月）

英霊や大東亜戦争を正しく理解するためアジア
各地を取材したドキュメント映画を制作し普及
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自
衛
隊
激
励
の
活
動

日
本
国
憲
法
の
桎
梏
下
、
自
衛
隊
を
巡
る
法
整

備
や
装
備
費
用
の
問
題
は
今
日
に
い
た
る
ま
で
深

刻
な
問
題
が
横
た
わ
り
、
自
衛
隊
は
憲
法
違
反
の

存
在
だ
と
差
別
す
る
風
潮
が
横
行
し
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
日
本
会
議
は
折
に
触
れ
て
自
衛
隊
激

励
の
活
動
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
平
成
3
年
に
は
、

ペ
ル
シ
ャ
湾
派
遣
の
自
衛
隊
掃
海
部
隊
の
帰
国
に

際
し
て
歓
迎
活
動
を
行
い
、
平
成
16
年
に
は
、
イ

ラ
ク
復
興
支
援
群
に
対
し
て
、
新
聞
に
イ
ラ
ク
派

遣
自
衛
隊
激
励
の
意
見
広
告
を
掲
載
し
、
ま
た
北

海
道
か
ら
九
州
ま
で
派
遣
さ
れ
た
部
隊
の
激
励
活

動
を
全
国
各
地
で
行
い
ま
し
た
。

尖
閣
を
守
る
運
動
へ

平
成
22
年
9
月
7
日
、
沖
縄
県
・
尖
閣
諸
島
沖

の
領
海
を
侵
犯
し
た
中
国
漁
船
が
、
海
上
保
安
庁

の
巡
視
船
に
追
突
行
為
を
繰
り
返
す
事
件
が
発
生

し
ま
し
た
。
こ
の
事
件
は
、
我
が
国
の
領
土
・
領

海
を
守
る
法
体
制
と
警
備
体
制
の
不
備
を
明
白
に

し
ま
し
た
。

事
件
直
後
の
10
月
に
は
、
現
地
沖
縄
で
「
沖
縄

県
民
の
集
い
」
を
緊
急
開
催
。
漁
業
関
係
者
や
行

政
・
議
会
関
係
者
か
ら
「
安
心
し
て
漁
業
が
操
業

で
き
る
よ
う
、領
海
警
備
体
制
の
強
化
を
求
め
る
」

と
の
沖
縄
か
ら
の
提
言
を
受
け
て
要
望
内
容
を
ま

と
め
、「
尖
閣
諸
島
を
は
じ
め
我
が
領
土
領
海
を

守
る
た
め
の
請
願
署
名
」
を
、
政
府
、
国
会
に
要

請
す
る
「
尖
閣
を
守
れ
！
全
国
署
名
運
動
」
を
開

始
し
ま
し
た
。

1
年
で
2
0
0
万
名
を
越
え
た
請
願
署
名

平
成
22
年
11
月
か
ら
始
ま
っ
た
「
尖
閣
を
守

平
和
と
安
全
を
守
る
た
め
に

│
自
衛
隊
激
励
と
尖
閣
諸
島
を
守
る
運
動
を
推
進
│

国民集会後に国会請願デモを実施（平成23年11月）

全国各地で街頭署名活動が展開（写真左から群馬県、渋谷駅前、有楽町駅前、鹿児島県）

200万余名の国民署名を集積し与野党6党が参加した国民集会（平成23年11月）

事件後初めて沖縄で緊急集会を開催（平成22年10月）
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れ
！
全
国
署
名
運
動
」
は
、
日
本
会
議
加
盟
団
体

や
都
道
府
県
本
部
・
支
部
、
経
済
人
同
志
会
、
地

方
議
員
連
盟
な
ど
で
活
発
に
展
開
さ
れ
ま
し
た
。

全
国
各
地
で
も
街
頭
で
の
署
名
活
動
が
活
発
に
実

施
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
よ
う
な
活
動
に
よ
り
、
署

名
数
は
わ
ず
か
1
年
間
で
2
0
0
万
名
を
超
え
ま

し
た
。
平
成
23
年
11
月
東
京
都
内
で
、
6
党
代
表

を
招
き
領
海
警
備
法
案
の
早
期
成
立
を
求
め
る

「
尖
閣
諸
島
を
守
る
全
国
国
民
集
会
」
を
開
催
し
、

併
せ
て
国
会
へ
の
請
願
行
進
を
行
い
ま
し
た
。

領
海
警
備
強
化
法
案
が
全
会
一
致
で
成
立
！

翌
24
年
2
月
、
野
田
内
閣
の
下
「
領
海
警
備
体

制
強
化
の
た
め
の
海
上
保
安
庁
法
」
と
「
外
国
船

舶
航
行
法
の
改
正
案
」
が
閣
議
決
定
。
そ
の
6
ヶ

月
後
の
平
成
24
年
8
月
29
日
、
参
議
院
本
会
議
で

領
海
警
備
強
化
法
案
│
「
海
上
保
安
庁
法
」
及
び

「
外
国
船
舶
航
行
法
」
の
改
正
案
が
全
会
一
致
で

採
択
さ
れ
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

沖
縄
基
地
問
題
解
決
へ
の
取
組
み

平
成
25
年
1
月
、
安
倍
内
閣
は
、
普
天
間
飛
行

場
の
移
設
先
で
あ
る
名
護
市
辺
野
古
の
公
用
水
面

埋
め
立
て
承
認
の
申
請
書
を
沖
縄
県
に
提
出
。
日

本
会
議
は
、
沖
縄
基
地
問
題
解
決
は
我
が
国
防
衛

の
重
要
な
柱
と
位
置
づ
け
、
普
天
間
飛
行
場
の
辺

野
古
移
設
を
要
望
す
る
沖
縄
県
民
署
名
運
動
に
全

面
的
に
協
力
し
ま
し
た
。

「
基
地
統
合
縮
小
実
現
県
民
の
会
」
が
集
め
た

署
名
は
1
年
足
ら
ず
で
約
8
万
筆
。
こ
れ
は
平
成

25
年
11
月
に
仲
井
眞
知
事
に
提
出
さ
れ
、
知
事
は

翌
月
、
辺
野
古
埋
立
を
承
認
し
、
長
年
停
滞
し
て

い
た
普
天
間
基
地
解
決
へ
向
け
大
き
く
進
展
す
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

普天間基地の統合縮小めざし8万名の県民署名を達成し
た大会（平成25年11月）

石破防衛庁長官を激励訪問する三好会
長（平成16年3月）

イラク派遣自衛官を激励
（平成17年・熊本）

派遣自衛隊を激励する道民の集い（平成16年
1月）

イラク派遣自衛官への激励の千羽鶴（北海道東千歳駐屯地、平成16年）

第5次派遣隊を激励（平成17年、名古屋市守
山駐屯地）

沖縄基地解決を訴え意見広告を実施（平成25年）

第4次派遣隊を激励（平成16年、福島県）
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夫
婦
別
姓
と
外
国
人
参
政
権
問
題
に
反
対

平
成
22
年
1
月
、
民
主
党
政
権
は
夫
婦
別
姓
法

案
と
外
国
人
地
方
参
政
権
法
案
を
通
常
国
会
に
お

い
て
成
立
さ
せ
る
こ
と
を
与
党
と
合
意
し
ま
し
た
。

そ
も
そ
も
夫
婦
別
姓
論
議
は
、
平
成
3
年
に
法
務

省
法
制
審
議
会
が
導
入
に
前
向
き
の
答
申
を
出
し

た
こ
ろ
か
ら
始
ま
っ
て
い
ま
し
た
。
平
成
14
年
に

は
「
日
本
女
性
の
会
」
が
中
心
に
な
り
1
8
0
万

筆
の
反
対
署
名
を
国
会
に
提
出
す
る
な
ど
、
国
会

議
員
と
民
間
か
ら
の
根
強
い
反
対
活
動
が
あ
り
法

案
提
出
は
阻
止
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
外
国
人
地
方

参
政
権
法
案
も
自
民
党
政
権
下
、
民
主
党
や
共
産

党
な
ど
野
党
か
ら
度
々
法
案
提
出
が
な
さ
れ
て
き

ま
し
た
。
こ
う
し
た
動
き
が
民
主
党
政
権
に
な
っ

て
一
挙
に
表
舞
台
に
浮
上
し
、
両
法
案
成
立
と
い

う
危
機
的
状
況
を
迎
え
ま
し
た
。

日
本
会
議
は
同
年
3
月
、
東
京
ビ
ッ
グ
サ
イ
ト

に
5
0
0
0
名
を
集
め
て
「
夫
婦
別
姓
に
反
対
し

家
族
の
絆
を
守
る
国
民
大
会
」
を
開
催
。
2
0
0

万
の
反
対
署
名
を
積
み
上
げ
る
中
、
与
野
党
各
党

代
表
が
参
加
し
法
案
上
程
阻
止
を
決
議
し
ま
し
た
。

一
方
、
外
国
人
地
方
参
政
権
法
案
に
対
し
て
は
、

地
方
自
治
に
多
大
な
問
題
を
も
た
ら
す
こ
と
か
ら
、

地
方
議
会
35
県
議
会
、
5
6
1
自
治
体
首
長
、
3

7
8
9
地
方
議
員
の
反
対
決
議
や
署
名
を
集
め
ま

し
た
。
同
4
月
に
は
、
日
本
武
道
館
に
1
万
名
参

加
の
下
「
外
国
人
参
政
権
に
反
対
す
る
一
万
人
大

会
」
を
挙
行
。
与
野
党
の
国
会
議
員
や
労
組
代
表
、

自
治
体
関
係
者
な
ど
が
結
集
し
法
案
断
固
反
対
の

意
思
を
表
明
し
ま
し
た
。

同
年
7
月
に
実
施
さ
れ
た
参
議
院
選
挙
で
与
党

民
主
党
は
、
両
法
案
を
選
挙
公
約
に
盛
り
込
め
ず

7

時
局
問
題
へ
の
果
敢
な
取
り
組
み

│
外
国
人
地
方
参
政
権
法
案
と
夫
婦
別
姓
法
案
に
反
対
│

■外国人地方参政権
法案への反対活動
①地方議会決議

35県議会
②自治体首長

561自治体
③地方議員署名数

3789名
■夫婦別姓法案への
反対活動
国会請願国民署名

252万名

外国人地方参政権法案の上程に反対する武道館一万人大会、地方自治体や地方議員が多数反対し、与野党や労働界から
の反対の声も上がった（平成22年4月）

夫婦別姓法案に反対し家族の絆を守る国民大会、252万国民署名が積上げられ与
野党国会議員が反対を表明（平成22年3月）
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事
実
上
、
国
会
提
出
は
撤
回
さ
れ
ま
し
た
。

国
際
広
報
委
員
会
が
世
界
に
発
信

平
成
11
年
、「
国
際
広
報
委
員
会
」（
竹
本
忠
雄

座
長
）
が
発
足
し
、
世
界
に
向
け
て
発
信
を
始
め

ま
し
た
。
同
委
員
会
で
は
、
平
成
12
年
、
日
英
バ

イ
リ
ン
ガ
ル
で
『
再
審
「
南
京
大
虐
殺
」』
を
発

刊
し
、
米
国
・
ア
ジ
ア
各
国
の
政
府
要
人
、
研
究

機
関
な
ど
に
配
布
し
ま
し
た
。
ま
た
「
ホ
ロ
コ
ー

ス
ト
か
ら
ユ
ダ
ヤ
人
を
救
っ
た
日
本
」
な
ど
の
シ

ン
ポ
ジ
ウ
ム
も
開
催
し
ま
し
た
。
こ
れ
ら
は
、
今

日
の
い
わ
ゆ
る
�
歴
史
戦
�
の
先
駆
け
で
も
あ
り
、

「
慰
安
婦
裁
判
」
活
動
な
ど
に
繋
が
っ
て
い
ま
す
。

そ
し
て
平
成
27
年
2
月
、
朝
日
新
聞
の
「
従
軍

慰
安
婦
」
虚
報
に
よ
っ
て
国
際
社
会
で
歪
め
ら
れ

た
日
本
人
・
日
系
人
の
名
誉
回
復
を
目
指
し
て
、

日
本
人
約
2
0
0
0
名
と
在
米
邦
人
約
50
名
が
朝

日
新
聞
を
提
訴
し
ま
し
た
。
い
わ
ゆ
る
「
朝
日
グ

レ
ン
デ
ー
ル
訴
訟
」
が
起
こ
さ
れ
、
目
下
、
裁
判

活
動
が
展
開
さ
れ
て
い
ま
す
が
、日
本
会
議
も「
朝

日
・
グ
レ
ン
デ
ー
ル
訴
訟
を
支
援
す
る
会
」
に
参

画
し
て
支
援
活
動
を
続
け
て
い
ま
す
。

数
々
の
時
局
問
題
に
対
応

北
朝
鮮
の
ミ
サ
イ
ル
問
題
に
つ
い
て
抗
議
す
る

国
民
集
会
（
平
成
10
年
）
や
、
国
際
テ
ロ
に
対
応

す
る
た
め
の
緊
急
集
会
（
平
成
13
年
）
な
ど
を
東

京
で
開
催
し
平
成
27
年
に
は
平
和
安
全
法
制
成
立

に
向
け
た
支
援
活
動
を
展
開
。
ま
た
、
人
権
擁
護

法
案
反
対
運
動
や
全
国
各
地
で
「
家
族
会
」
や

「
救
う
会
」
の
皆
さ
ん
と
、
北
朝
鮮
に
よ
る
拉
致

被
害
者
の
救
済
活
動
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

平和安全法制の早期実現を求める有識者会議の活動を支援（平成27年8月）

国際的反日プロパガンダへの反論の書『再審「南京大虐殺」』を
バイリンガルで発刊、米国紙にも広告（平成12年11月）

人権擁護法案反対緊急集会（平成17年11月）

国際反日網のプロパガンダに対応するため国際広報委員会を設立
（平成11年）

虚偽の慰安婦報道を糾弾する朝日グレンデール訴訟を支援（平成28年）

拉致被害者救済の熊本大会（平成20年4月）
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日本会議設立20年の歩み（略年譜）

平成9年

5月 日本を守る会と日本を守る国民会議が統合して「日本会議」
（塚本幸一会長）が設立

5月 民間に呼応し超党派の「日本会議国会議員懇談会」（島村
宜伸会長）が設立

6月 時局問題や政策課題を検討する「政策委員会」（大原康男
代表）を設置

7月 橋本首相に緊急事態法の整備、靖國神社参拝につき要望
8月 日本会議の都道府県本部の設立相次ぐ
10月 町村文相（歴史教科書問題）、上杉自治相（国籍条項問題）、

下稲葉法相（夫婦別姓問題）に相次ぎ会見・要望
11月 「日本会議中央大会」を開催、憲法、防衛、教育問題を訴

える

平成10年

4月 道徳教育の推進、国旗国歌法制化をめざし国会論議を展開
5月 日本会議国会議員懇談会に憲法、外交、教育の3つのプロ

ジェクトを設置
9月 「北朝鮮のミサイル発射に抗議する国民集会」を開催
11月 高村外務大臣に日中共同声明の歴史認識（謝罪）問題につ

き要望
11月 「天皇陛下御即位10年をお祝いする国民の集い」を開催（東

京国際フォーラム・5000名）、政府主催行事を要望

平成11年

1月 日本の正しい姿を世界発信するため「国際広報委員会」（竹
本忠雄座長）を設置

1月 ブラジル日系人子弟の日本研修旅行の支援活動と日伯交流
会を実施

4月 広島県の偏向教育問題を国会で追及
5月 国旗・国歌の法制化につき国会論議を展開
6月 小渕首相に天皇陛下御即位10年記念事業と国旗国歌法制化

につき要望
7月 「天皇陛下御即位10年奉祝委員会」（稲葉興作会長）設立
8月 国旗国歌法が成立
9月 超党派の「天皇陛下御即位10年奉祝国会議員連盟」（森喜

朗会長）が設立
10月 小渕首相に外国人参政権問題で要望
11月 「天皇陛下御即位10年をお祝いする国民祭典」開催（6万

日本会議設立大会（平成9年5月）

日本会議国会議員懇談会設立総会（平成
9年5月）

日本会議中央大会（平成9年11月）

天皇陛下御即位10年をお祝いする国民の
集い（平成10年11月）

ブラジル日系子弟の日本研修使節団歓迎
会（平成11年1月）

天皇陛下御即位10年をお祝いする国民祭
典（平成11年11月）
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人）、天皇陛下が二重橋でお応え

平成12年

2月 中山太郎衆議院憲法調査会会長に憲法調査会につき要望
3月 教育改革を推進するため「日本教育会議」（石井公一郎代

表）を設立
5月 日本商工会議所、稲葉興作会頭が日本会議第二代会長に就

任
9月 「新しい教育基本法を求める会」（西澤潤一会長）を設立し、

森首相に早期改正を要望
10月 日本会議国会議員懇談会総会で麻生太郎第二代会長を選出
11月 南京事件の真相を英文で解説した『再審「南京大虐殺」』

を発刊、米国・アジア各国の政府要人、研究機関、マスコ
ミに配布

11月 海外初の支部「ブラジル日本会議」（上野アントニオ義雄
会長）が設立

平成13年

1月 青少年に日本の道徳を伝える家庭読本『嵐の中の灯台』発刊
6月 「小泉首相の靖国神社参拝を支持する国民の会」を結成し

参拝実現にむけ運動展開
8月 小泉首相の靖国神社参拝を支持する国民集会を開催
8月 小泉首相、16年ぶりに靖國神社を参拝
9月 日本会議の女性組織「日本女性の会」（安西愛子初代会長）

設立
10月 ブラジル日本会議が皇居勤労奉仕団を派遣（以後2年に一

度実施）
11月 「民間憲法臨調」（三浦朱門初代代表）が設立
11月 日本女性の会を中心に夫婦別姓法案反対にむけ国会陳情と

署名運動を実施
12月 「愛子内親王さまのご誕生をお祝いする国民の集い」を開催。

二重橋に両陛下がお出まし（皇居前広場・5000名）
12月 三好達・前最高裁判所長官が日本会議第三代会長に就任
12月 福田官房長官の私的諮問機関が国立追悼施設の建設に向け

検討を開始

平成14年

4月 日本女性の会が夫婦別姓反対運動を推進
5月 民間憲法臨調が第1回憲法フォーラム開催（以後毎年）
5月 夫婦別姓反対の180万署名を提出し法案上程を阻止
6月 靖國神社に代わる国立追悼施設反対運動開始（2000名で反

対集会開催）
11月 日本会議、日本会議国会議員懇談会が設立5周年大会を開

天皇陛下御即位10年をお祝いする国民祭
典・万歳三唱（平成11年11月）

小泉純一郎首相、靖國神社を参拝（平成
13年8月）

日本女性の会設立大会（平成13年9月）

ブラジル日本会議皇居勤労奉仕団訪日歓
迎昼食会（平成13年10月）

民間憲法臨調の設立（平成13年11月）

愛子内親王さまのご誕生をお祝いする国
民の集い（平成13年12月）
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催（2000名・帝国ホテル）
12月 国立追悼施設反対集会及び国会請願行進実施
12月 福田官房長官の私的諮問機関の「追悼懇」、国立追悼施設

建設の報告書を提出

平成15年

1月 「民間教育臨調」（西澤潤一会長）が設立
1月 教育基本法改正運動を本格始動
3月 中教審が教育基本法全面改訂を答申
4月 河村建夫文科大臣に教育基本法改正を要望
6月 「今こそ教育基本法の改正を！緊急集会」を開催
11月 天皇陛下が鹿児島県行幸で全ての都道府県ご訪問、現地で

盛大な奉迎活動

平成16年

1月 小泉内閣、国立追悼施設建設を断念
1月 日本会議国会議員懇談会と日本会議の合同役員会で平沼赳

夫第三代会長を選出
2月 超党派380名の国会議員による「教育基本法改正促進委員

会」（亀井郁夫会長）が設立
3月 イラク派遣自衛隊激励活動を全国各地で実施、新聞意見広

告実施
3月 新たな人権抑圧招く人権擁護法案の反対運動を推進
4月 「日本会議経済人同志会」（武原誠郎初代会長）が設立
6月 超党派議連と民間教育臨調が合同で教育基本法改正大綱を

発表
10月 超党派議連がイギリスの教育改革を現地視察活動
10月 三好会長ら中山成彬文科大臣に教育基本法の早期改正を要

望
11月 教育基本法改正を求める中央国民大会を開催（日比谷公会

堂・2500名）

平成17年

4月 教育基本法改正を求める国会大陳情活動
6月 教育基本法改正国民署名360万、地方議会37県決議を達成
6月 天皇皇后両陛下サイパン慰霊行幸啓にあわせ現地で慰霊・

奉迎活動を実施
8月 終戦60年にあたり靖國神社20万参拝運動を推進
8月 15日、靖國神社に過去最大の20万5000名が参拝
8月 靖國神社境内にて「終戦60年国民の集い」開催（1万5000

名参加）
11月 小泉首相の私的諮問機関が女性天皇・女系天皇の容認を柱

とする皇室典範の改正を提言

国立追悼施設に反対する国会請願行進
（平成14年12月）

民間教育臨調設立大会・記念シンポジウ
ム（平成15年1月）

教育基本法改正促進委員会設立（平成16
年2月）

日本会議経済人同志会結成式（平成16年
4月）

教育基本法改正を求める中央国民大会
（平成16年11月）

靖國神社20万参拝運動を提唱する記者会
見（平成17年8月）
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12月 国会議員懇談会は連続して勉強会を開き皇室典範改悪を反
対を決議

平成18年

3月 「皇室の伝統を守る一万人大会」（日本武道館）、小泉内閣
の女系天皇制度の導入に反対

4月 政府、教育基本法改正案を国会に提出、愛国心など3点修
正求め国民運動

8月 小泉首相が8月15日に靖國神社参拝
9月 第一次安倍内閣誕生
9月 悠仁親王殿下御誕生奉祝行事開催
10月 「皇室の伝統を守る国会議員の会」（島村宜伸会長）設立
12月 教育基本法が全面改正（愛国心、宗教的情操教育が政府解

釈で盛り込まれる）

平成19年

1月 安倍内閣、女系天皇容認の皇室典範改定案を撤回
5月 憲法改正の国民投票法が成立
6月 新教育基本法に基づく教育三法が改正
7月 参議院選挙で日本会議本部推薦の有村治子氏・衛藤晟一氏

が当選
10月 日本会議・日本会議国会議員懇談会10周年記念大会を開催

（東京ビッグサイト・3000名）、日本会議地方議員連盟が設立

平成20年

1月 人権擁護法案反対運動
3月 日本会議理事会で天皇陛下御即位20年奉祝運動を決議
3月 新教育基本法に基づく学習指導要領が全面改正
5月 「天皇陛下御即位20年奉祝運動奉祝委員会」（岡村正会長）

設立
8月 偏向記述を是正する教科書検定制度改正へ国民運動
10月 「天皇陛下御即位20年奉祝国会議員連盟」（森喜郎会長）設立
12月 天皇陛下御即位20年奉祝中央式典開催（東京ドームシテ

ィ・4000名）

平成21年

1月 全国各地で御即位20年奉祝行事が相次ぎ開催
4月 天皇皇后両陛下御大婚50年祝賀行事開催
5月 三好会長ら麻生首相に靖國神社参拝と御即位20年政府行事

を要望
9月 民主党政権誕生
11月 天皇陛下御即位20年奉祝皇居前国民祭典開催（6万名参加）、

天皇陛下が二重橋でお応え

皇室の伝統を守る一万人大会（平成18年
3月）

悠仁親王殿下ご誕生をお祝いする集い
（平成18年9月）

日本会議10周年記念大会（平成19年10月）

人権擁護法案反対緊急集会（平成20年1
月）

天皇皇后両陛下御大婚50年をお祝いする
集い（平成21年4月）

天皇陛下御即位20年をお祝いする国民祭
典（平成21年11月）
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12月 政府による天皇陛下ご会見の政治利用を糾弾する緊急集会
（習近平副主席問題）

平成22年

1月 永住外国人地方参政権に反対する国民集会開催
3月 「夫婦別姓に反対し家族の絆を守る国民大会」開催（5000

名、東京ビッグサイト）、夫婦別姓法案に反対する国民署
名252万名に達す

4月 「外国人参政権に反対する一万人大会」開催（1万名、日
本武道館）、外国人地方参政権に反対する地方議会決議35
県議会・234市町村議会、反対署名561首長、3789地方議員
に達す

4月 新教育基本法に基づく高校教科書編纂事業が開始（平成24
年まで実施）

6月 憲法改正のための国民投票法施行
7月 民主党は参議院選挙で夫婦別姓・外国人参政権の2法案を

選挙公約できず事実上撤回
7月 参議院選挙で日本会議本部推薦の山谷えり子氏が再選
8月 菅首相の「日韓併合百年」談話に対し、日本会議が批判声

明発表
9月 尖閣諸島沖で中国漁船体当たり事件が発生し尖閣を守る国

民運動を開始
10月 領土領海の警備法制強化を求める国民署名運動を全国で開

始

平成23年

1月 石垣市が1月14日を「尖閣開拓の日」制定
3月 東日本大震災発災
4月 東日本被災地への支援活動実施
5月 沖縄と尖閣を守る、沖縄県祖国復帰39周年式典開催（復帰

後初）
7月 女性の会、東電を激励し自衛隊・在日米軍に感謝する千羽

鶴を送る
9月 領土領海を守る国民運動を全国的に推進、国民署名224万

名突破
11月 尖閣を守る全国国民集会（与野党6党参加）及び国会請願

行進を実施
12月 日本女性の会が設立10周年で被災地復興チャリティー講演

会開催、小野田 郎氏が記念講演

平成24年

3月 仙台市で「東日本大震災復興祈念の集い」開催、地元が提
唱した「緑の防潮堤構想」が政府に採用される

夫婦別姓に反対し家族の絆を守る国民大
会（平成22年3月）

外国人参政権に反対する一万人大会（平
成22年4月）

豊かな漁場と海底資源を守ろう！尖閣諸
島を守る集い（平成23年6月）

東日本大震災被災地への支援活動（平成
23年3月）

尖閣を守れ！全国署名活動
（平成23年9月）

皇室の伝統を守る国民の会設立総会（平
成24年5月）
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5月 「皇室の伝統を守る国民の会」（三好達会長）が設立総会、
伝統に基づく皇位継承制度の確立と女性宮家反対を提唱

5月 沖縄祖国復帰40周年記念大会（1400名）
8月 尖閣諸島等を守る領海警備強化法案を全会一致で可決成立
11月 女性宮家導入を図る有識者ヒアリングを踏まえた論点整理

に対し、皇室の伝統を守る国民の会が見解発表
11月 天皇皇后両陛下の沖縄県行幸啓に7000名の奉迎活動（提灯

行列）実施
12月 女性宮家制度に関するパブリックコメントに26万7000件

女性宮家への反対意見が大部分を占める
12月 衆院総選挙で自民党が圧勝、第二次安倍政権誕生
12月 安倍首相「皇位継承は男系男子を尊重。野田政権でやった

こと（女性宮家）は白紙撤回する」と表明

平成25年

4月 主権回復の日政府式典開催
5月 沖縄祖国復帰41周年記念大会に1300名参加、普天間基地の

辺野古移設を求める沖縄県民署名運動を開始
7月 参院選挙にて日本会議本部推薦の有村治子氏・衛藤晟一氏

が再選。勝利した与党は衆参ねじれを解消
10月 第62回神宮式年遷宮（遷御の儀）
11月 「憲法改正の実現へ！日本会議全国代表者大会」開催、本

格的憲法改正運動を開始
11月 辺野古移設を求める沖縄県民署名8万名を達成し知事に提

出
12月 仲井眞沖縄県知事、政府の辺野古埋立申請を承認
12月 安倍首相が靖國神社に初参拝

平成26年

1月 全国各地で憲法改正に向けた啓発活動（集会や街頭活動）
を実施

2月 憲法改正運動推進のため県本部・支部代表者会議が全国で
開催

3月 憲法改正の早期実現を求める地方議会決議運動開始（27県
議会決議）

3月 憲法改正の早期実現を求める国会議員署名運動開始（衆参
370名署名）

5月 中央の憲法フォーラムや各地の憲法行事が全国28会場で開
催

7月 政府の集団的自衛権行使容認の閣議決定を歓迎する声明を
発表

10月 「美しい日本の憲法をつくる国民の会（以下、国民の会）」
設立総会、共同代表に櫻井よしこ、田久保忠衛、三好達の

領海警備強化の法案を全会一致で可決
（平成24年8月）

憲法改正の実現へ！日本会議全国代表者
大会（平成25年11月）

仲井眞沖縄県知事が辺野古
埋め立てを承認（平成25年11月）

美しい日本の憲法をつくる国民の会設立
総会（平成26年10月）

美しい日本の憲法をつくる国民の会共同代表
の櫻井よしこ・三好達・田久保忠衛各氏

美しい日本の憲法をつくる国民の会・全
国縦断キャラバン隊（平成27年7月）
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各氏が就任、1000万賛同者拡大運動を開始
10月 女性皇族にご結婚後も皇室活動を継続される皇室制度の確

立を求める要望書を安倍首相に提出
10月 憲法改正実現に向けて全国9ブロック大会を開催
11月 沖縄基地問題解決のため沖縄知事選挙で仲井眞知事の支援

活動を実施
11月 「中国から小笠原諸島、日本の海を守れ！緊急集会」開催
12月 衆議院総選挙で憲法改正を主張する政党が躍進、第三次安

倍内閣発足

平成27年

2月 国際的テロ組織による日本人人質事件に関する声明発表
3月 日本会議国会議員懇談会が女性皇族のご結婚後の皇室活動

を可能とする制度の導入を政府に要請
4月 天皇皇后両陛下パラオ慰霊行幸啓にあわせ慰霊・奉迎活動

を現地で実施
4月 第54回常任理事会で三好会長が退任、第四代会長に田久保

忠衛氏（杏林大学名誉教授）が就任
5月 憲法記念日に全国38都市で改正世論を盛り上げる行事を開

催
8月 平和安全法制のすみやかな成立めざして有識者500名の賛

同を得て「平和安全法制の早期成立を求める国民フォーラ
ム」が設立

8月 日本会議、終戦70年にあたっての見解発表
8月 終戦70年、戦歿者追悼「若人の集い」開催、9カ国からの

アジア留学生も参加
9月 日本会議地方議員連盟、南シナ海問題で中国と戦うベトナ

ム有識者を招き緊急集会開催
11月 美しい日本の憲法をつくる県民の会、全国47都道府県すべ

てで結成
11月 国民の会主催の「今こそ憲法改正を！一万人大会」が開催

（日本武道館・1万人）

平成28年

1月 フィリピン共和国へ慰霊行幸啓された天皇皇后両陛下を現
地で奉迎活動

2月 百田尚樹氏総指揮の憲法改正ＤＶＤが完成、全国で上映運
動が開始

4月 国民の会が平成28年度総会、緊急事態条項の新設にむけた
活動方針を決定

4月 熊本地震が発災、現地の支援活動を実施
5月 憲法フォーラムや憲法行事が全国43会場で開催、1000万賛

同者拡大運動は約700万名を達成

日本会議パラオ慰霊奉迎団（平成27年4
月）

平和安全法制の早期成立を求める国民フ
ォーラム記者会見（平成27年8月）

終戦70年若人の集い（平成27年8月）

今こそ憲法改正を！一万人大会（平成27
年11月）

フィリピン慰霊奉迎団（平成28年1月）

第18回公開憲法フォーラム（平成28年5
月）
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7月 参議院選挙において日本会議本部推薦の山谷えり子氏、阿
達雅志氏が再選

7月 参議院選挙で憲法改正に賛同する与野党が3分の2議席を
確保、戦後初めて衆参両院で憲法改正発議が可能に

8月 天皇陛下より象徴としてのお務めについてお言葉を賜る
8月 美しい日本の憲法をつくる東北6県の会代表が「憲法に緊

急事態条項の新設を求める要望書」を自民党幹部に提出
9月 国民の会、国会の憲法改正発議の実現めざして全国縦断キ

ャラバンを実施
10月 日本会議国会議員懇談会、憲法改正プロジェクト、皇室制

度プロジェクトで勉強会を相次ぎ開催
12月 松田良昭・日本会議地方議員連盟会長がフィリピンでの

「第1回アジア議員フォーラム」に参加、南シナ海協議会
の設立を提唱

12月 最高裁が翁長沖縄県知事の辺野古移設容認取消は違法との
判決、国側が勝訴

平成29年

2月 全国の建国記念奉祝行事で憲法改正運動の促進を決議
3月 東北6県、首都直下型地震及び南海トラフ地震該当県の地

方議員が二階自民党幹事長に大災害に対処する緊急事態条
項の憲法新設を要望

3月 日本会議国会議員懇談会が総会で憲法改正と皇室制度につ
き新年度の方針を決議

3月 国民の会が中央大会を開催し、各党に憲法改正原案の国会
提出を要望

5月 全国42都道府県58会場にて憲法改正行事が開催（8500名参
加）、安倍自民党総裁が公開憲法フォーラムに寄せたメッ
セージで東京オリンピックの年（平成32年）の新憲法の施
行を提言

5月 日本会議、日本会議国会議員懇談会が設立20周年を迎える
7月 国民の会が自衛隊の憲法明記を訴え全国縦断キャラバンを

実施
10月 第48回衆議院選挙において憲法改正に賛同する与野党が3

分の2以上の議席を確保
11月 日本会議・日本会議国会議員懇談会が設立20周年記念大会

を挙行

以上

参議院選挙で改憲勢力が3分の2
議席を超す（平成28年7月）

建国記念の日奉祝中央式典（平成29年2
月）

日本会議国会議員懇談会平成29年度総会
（平成29年3月）

美しい日本の憲法をつくる国民の会中央
大会（平成29年3月）

第19回公開憲法フォーラムでのビデオメ
ッセージ（平成29年5月）

ありがとう自衛隊キャンペン活動を実施
（平成29年7月）



憲法改正実現へ、草の根運動の輪を全国に！
憲法改正の国民投票勝利をめざし、全国各地に組織を拡大して広範な改憲ネットワークを構築しよう。

（平成29年11月20日現在）

◎都道府県本部設立

全都道府県47
◎地方議員連盟県本部設立

都道府県34
◎日本女性の会県支部設立

都道府県41

◎日本会議経済人同志会設立

社93

●東海ブロック
【長野】議連、女性、北信、中信、

東信、南信
【岐阜】議連、女性、羽島市、中濃、

飛騨、可茂、東濃
【静岡】富士、浜松
【愛知】女性、名古屋中、名古屋北、

名古屋東部、名古屋西、
西春日井、尾張北、春日井、
知多、西三河、一宮

【三重】議連、女性、津、伊賀、名張、
四日市、鈴亀、伊勢

●四国ブロック
【徳島】議連、女性、日和佐、鳴門、

松茂、板野、北島、徳島第
一、阿南・那賀

【香川】女性、丸亀、高松、坂出
【愛媛】女性、四国中央、今治、松

山、新居浜、東温、西条、
宇和島、八幡浜、大洲

【高知】女性、四万十、安芸、高知

●北海道ブロック
【北海道】議連、女性、後志、千歳

恵庭、上川協議会、釧
路、留萌、十勝

●関東ブロック
【茨城】議連、女性、水戸、県西、県南、常陸太田、

日立
【栃木】女性、小山
【群馬】議連、女性、前橋、高崎
【埼玉】議連、女性、岩槻、川口、草加、越谷、東

部東上南部、さいたま、所沢、狭山、日高、
東部東上北部、秩父、深谷、春日部、久
喜、三郷、吉川、杉戸

【千葉】議連、女性、八千代、船橋、市川、東葛
北部、成田、鎌ヶ谷

【東京】議連、女性、千代田・港、中央、世田谷・目
黒、中野、杉並、豊島、板橋、足立、墨田、
江東、江戸川、府中、国立・国分寺、立川、
町田、調布、八王子、西多摩、北多摩

【神奈川】議連、女性、横浜、湘南東、川崎、横須賀、
相模原、湘南西、湘南北、西湘北

【山梨】議連

●近畿ブロック
【滋賀】議連、女性、一区、二区、三区、四区
【京都】議連、京都北部、洛南
【大阪】議連、女性、大阪市、北摂、北河内、中

河内、南河内、泉州堺部会、泉州
【兵庫】議連、女性、北播磨、摂丹、阪神北、西宮・

芦屋、淡路島、東播磨、中・西播磨
【奈良】女性、奈良北、葛城磯城、大和
【和歌山】女性、和歌山、南紀

●東北ブロック
【青森】女性、青森、三沢、八戸、

弘前
【岩手】盛岡、花巻
【宮城】議連、女性、仙台、石巻
【秋田】議連、女性、由利本庄
【山形】議連、女性
【福島】女性、 郡山、県南、会津

●海外
【ブラジル】女性

●北陸ブロック
【新潟】議連、女性、新潟、柏崎、

燕西蒲、佐渡、燕、阿賀
北、県央、見附、長岡、
上越、糸魚川

【富山】議連、女性
【石川】議連、女性、県央、南加

賀、北能登、南能登
【福井】議連

●中国ブロック
【鳥取】議連、女性、東部、中部、

西部、境港
【島根】
【岡山】議連、女性、岡山北、岡山

東、津山、 真庭、旭、倉敷、
児島、玉島、 総社、井原、 
浅口 

【広島】議連、女性、広島中央、廿
日市、広島西、広島安佐、
東広島、呉・江田島、三原、
世羅、 尾道、福山

【山口】議連、女性、周南、防府、
岩柳、萩、宇部、美祢、下
関、長門

●九州ブロック
【福岡】議連、女性、中央（東部、西部、南部）、県南（筑後八

女、大川柳川）、筑豊、北九州（東部、西部）
【佐賀】議連、女性、佐賀、武雄、佐賀東部、唐津、伊万里、

藤津
【長崎】議連、女性、長崎地区、西そのぎ、対馬、平戸、佐

世保地区
【熊本】議連、女性、熊本市、玉名第一、玉名中央、荒尾、菊

池、阿蘇中、阿蘇北、合志、天草、中部上益城、中
部宇土、菊陽・大津、八代、球磨・人吉、中部下益城

【大分】議連、女性、大分市、日田、佐伯、中津、別府
【宮崎】議連、女性、県央、延岡、えびの
【鹿児島】議連、女性、日置、川辺、出水、曽於
【沖縄】女性、那覇、宜野湾、やんばる、うるま、南部

〔凡例〕
【県名】は県本部設
立、議連は議連県本
部設立、女性は女性
の会県支部設立、地
域名は設立支部名

◎市町村支部設立

支部253
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日本会議の国民運動ネットワーク
（平成29年10月10日現在）

日本会議
地方議員連盟
1800名加盟

【友好・提携団体】

日本女性の会

日本会議
経済人同志会

民間憲法臨調

民間教育臨調

美しい日本の憲法を
つくる国民の会

みんなで靖国神社に
参拝する国民の会

皇室の伝統を守る
国民の会

日本会議全国９ブロック
47都道府県本部・1海外本部
日本会議全国９ブロック

47都道府県本部・1海外本部

日本会議北海道本部

日本会議青森県本部

日本会議岩手県本部

日本会議宮城県本部

日本会議秋田

日本会議山形県本部

日本会議福島県本部

日本会議茨城

日本会議栃木県本部

日本会議群馬県本部

日本会議埼玉

日本会議千葉

日本会議東京都本部

日本会議神奈川

日本会議山梨県本部

日本会議新潟県本部

日本会議富山

日本会議石川県本部

日本会議福井県本部

日本会議長野

日本会議岐阜県本部

日本会議静岡

日本会議愛知県本部

日本会議三重

日本会議滋賀

日本会議京都

日本会議大阪

日本会議兵庫県本部

日本会議奈良

日本会議和歌山県本部

日本会議鳥取県本部

日本会議島根

日本会議岡山県本部

日本会議広島

日本会議山口

日本会議徳島県本部

日本会議香川県本部

日本会議愛媛県本部

日本会議高知

日本会議福岡

日本会議佐賀県本部

日本会議長崎

日本会議熊本

日本会議大分

日本会議宮崎

日本会議鹿児島

日本会議沖縄県本部

ブラジル日本会議

日本会議
国会議員懇談会
超党派290名加盟

日本会議
中央・地方役員3500名
全国会員約４万人
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発行日＝平成29年11月27日
発行所＝日本会議事務総局
〒153-0042　東京都目黒区青葉台3-10-1-601
電話03（3476）5611　FAX03（3476）5612
http://nipponkaigi.org  Eメールibuki@nipponkaigi.org

日本会議・日本会議国会議員懇談会設立20年記念
グラフでつづる日本会議20年史

誇りある国づくりへ 〔非売品〕

日本会議設立20周年記念出版

●ご入会希望の方は下記よりお申込み下さい。
※FAX、郵便でお申し込みの場合は
　住所、氏名、電話番号を明記下さい。FAX　03-3476-5612　http://www.nipponkaigi.org

ただいま会員募集中 日本会議の国民運動にご協力をお願いします！

会員種類　正会員(１万円）　維持会員(３万円）　篤志会員(10万円以上）　女性会員(５千円）　支援会員(3800円）
［正（女性）会員以上の方には、毎月の『日本の息吹』に加えて、会員証、メール情報などの特典がございます。］

《日本会議 綱領》
　一、我々は、悠久の歴史に育まれた伝統と文化を継承し、健全なる国民精神の興隆を期す。
　一、我々は、国の栄光と自主独立を保持し、国民各自がその所を得る豊かで秩序ある社会の建設をめざす。
　一、我々は、人と自然の調和をはかり、相互の文化を尊重する共生共栄の世界の実現に寄与する。

（年額）
ＨＰからの入会はこちら

日本会議 検 索 ➡

日本会議インフォメーション

誇りある国づくりへ　私達は行動します


	01
	P1-5
	06
	07
	22
	30
	32

